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2021年11月米国雇用統計 雇用者数が市場予想を大幅に下回る
オミクロン株が雇用環境に影響をもたらすか

（審査確認番号 2021 - TＢ280）

11月の非農業部門雇用者数は大幅に鈍化
12月3日に米国労働省が公表した11月の雇用
統計は、非農業部門雇用者数が前月比21.0万人
増と市場予想の同55.0万人増を大幅に下回る結
果となりました。失業率は4.2%(前月:4.6％)と
0.4ポイント改善しました(図表1)。10月の非農
業部門雇用者数は速報値の同53.1万人増から同
54.6万人増と上方修正されており、11月の増
加ペースの鈍化が際立つ結果となりました。厳
しい行動制限措置が解除され需要増が期待され
たものの、宿泊など娯楽・接客業は同2.3万人
の増加と、前月の同17.0万人増から大幅なペー
スダウンとなりました。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：非農業部門雇用者数と労働参加率

オミクロン株は労働環境に影響を及ぼすか
非農業部門雇用者数は“コロナ前”(2020年2
月)と比較して97.4%の水準まで回復してきまし
た(図表2)。16歳以上の人口に占める労働力人
口を示す労働参加率は61.8％と“コロナ前”と
比べると1％以上低い水準にあります。コロナ
禍を機に早期リタイアを決めた労働者が一定数
おり、労働参加率は現水準で落ち着くとの見方
も一部で出てきています。
今回の雇用統計において非農業部門雇用者数
の増加ペースは鈍化したものの、失業率が大幅
に改善したことから、市場ではFRB(米連邦準備
制度理事会)が量的金融緩和縮小のペースを速め
るとの見方が出てきています。一方で、パウエ
ルFRB議長は、11月30日の議会証言において、
新型コロナウイルスの新たな変異株「オミクロ
ン株」について「経済と雇用に下振れリスクを
もたらす」と発言しました。オミクロン株の感
染状況が、雇用環境や金融政策にどの程度の影
響を及ぼすか注目されます。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比
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